
南砺市条例第１７号 

　 

　　　南砺市太陽光発電設備の設置の規制等に関する条例 

 

（目的） 

第１条　この条例は、市内における太陽光発電設備の設置及び維持管理に関して必要

な事項を定めることにより、災害の防止及び豊かな自然環境等を保全し、もって

地域と共生する太陽光発電設備設置事業の推進と市民の安全な生活を確保するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）太陽光発電設備　太陽光を電気に変換する設備及びその附属設備（送電に

係る鉄柱等を除く。）をいう。 

（２）自然環境等　自然環境、生活環境及び景観をいう。 

（３）太陽光発電設備の設置に伴う造成等　太陽光発電設備の設置に伴う切土、

盛土、埋土等の土地の造成その他土地の区画形質の変更及び木竹の伐採をいう。 

（４）営農型太陽光発電設備　農地に支柱を立てて営農を適切に継続しながら上

部空間に太陽光発電設備を設置するものをいう。 

（５）設置者　太陽光発電設備を設置する事業を自ら行う者又は当該事業の発注

者をいう。 

（６）事業区域　太陽光発電設備を設置する事業の用に供する区域をいう（事業

区域内の建築物を含む。）。 

（７）太陽光発電設備設置事業　太陽光発電設備を設置（太陽光発電設備の設置

に伴う造成等を含む。）する事業（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）

第２条第１号に規定する建築物の屋根又は屋上に太陽光発電設備を設置するも

のを除く。）のうち、次のいずれかに該当するものをいう。 

ア　発電出力が１０キロワット以上（同一又は共同の関係にあると認められる

設置者が、同時期若しくは近接した時期又は近接した場所に設置する太陽光

発電設備の合算した発電出力が１０キロワット以上となる場合を含む。）の

太陽光発電設備（営農型太陽光発電設備を含む。）を設置するもの 

イ　事業区域の面積が１，０００平方メートルを超えるもの 



ウ　事業区域内における土地の高低差が１０メートルを超えるもの　 

（８）事業者　設置者及び事業施行者（設置者との契約により太陽光発電設備設

置事業の施行を請け負う全ての者をいう。）をいう。 

（９）地域住民等　事業区域の境界から概ね水平距離３００メートル以内の区域

に土地若しくは建築物を所有する者若しくは居住する者、当該区域に係る自治

会、町内会等に居住する者又は事業により影響を受ける者であって市長が必要

と認めるものをいう。 

（１０）所有者等　事業区域の土地又は建築物の所有者又は権原に基づく占有者

をいう。 

（１１）事業計画　事業者が行う太陽光発電設備設置事業の計画をいう。 

（１２）許可事業者　第１５条第１項の許可を受けた事業者（第１７条第１項の

変更の許可を受け、太陽光発電設備設置事業を譲り受けた者を含む。）をいう。 

（１３）設置工事　太陽光発電設備設置事業に係る工事をいう。　 

（市の責務） 

第３条　市は、第１条の目的を達成するため、この条例の適正かつ円滑な運用が図ら

れるよう必要な措置を講ずるものとする。 

（事業者の責務） 

第４条　事業者は、関係法令及びこの条例を遵守し、災害の防止及び自然環境等の保

全のために必要な措置を講じなければならない。 

２　事業者は、太陽光発電設備設置事業を実施するときは、次に掲げる費用を確保し

なければならない。 

（１）太陽光発電設備の維持管理に要する費用 

（２）太陽光発電設備を撤去するために必要な費用その他事業の廃止に要する費

用 

（地域住民等の責務） 

第５条　地域住民等は、この条例に定める手続の実施に協力するよう努めなければな

らない。 

２　地域住民等は、事業者に対し、太陽光発電設備設置事業に同意することと引換え

に不当な利益を求めてはならない。 

（所有者等の責務） 

第６条　所有者等は、災害の発生を助長し、又は自然環境等を損なうおそれのある事

業者に対し、当該事業区域を使用させることのないよう努めなければならない。 



（禁止区域） 

第７条　市長は、災害の防止及び良好な自然環境等の保全のため、太陽光発電設備設

置事業の実施を認めない区域を禁止区域として指定するものとする。ただし、国

又は地方公共団体が太陽光発電設備を設置する場合は、この限りでない。 

２　前項の禁止区域は、次に掲げる区域とする。 

（１）砂防法（明治３０年法律第２９号）第２条の規定により指定された砂防指

定地 

（２）文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第２７条第１項の規定により

指定された建造物、同法第５７条第１項の規定により登録された建造物並びに

同法第１０９条第１項の規定により指定された史跡、名勝及び天然記念物の区

域 

（３）森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条第１項の保安林の区域 

（４）農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第６項第１号ロ及び同法第５

条第２項第１号ロに規定する農地の区域（営農型太陽光発電設備の設置事業は

除く。） 

（５）地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防

止区域 

（６）急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）

第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域 

（７）土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成

１２年法律第５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

（８）富山県文化財保護条例（昭和３８年富山県条例第１１号）第４条第１項の

規定により指定された建造物並びに史跡、名勝及び天然記念物の区域 

（９）南砺市文化財保護条例（平成１６年南砺市条例第１０４号）第４条第１項

の規定により指定された建造物並びに史跡、名勝及び天然記念物の区域 

（１０）現状の地盤面が斜度３０度以上の角度をなしている区域（太陽光発電設

備の設置に伴う造成等を行った後の地盤面にも準用する。） 

（１１）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めて告示した区域 

（事前協議） 

第８条　事業者は、第１５条第１項の規定による許可の申請をしようとするときは、

規則で定めるところにより、太陽光発電設備設置事業に係る概要書（以下「事業

概要書」という。）を提出し、市長と協議しなければならない。 



２　市長は、前項の規定による協議が完了したときは、事業者に当該協議が完了した

旨を通知するものとする。 

　（標識の設置） 

第９条　事業者は、事業概要書の内容を地域住民等に周知するため、規則で定めると

ころにより、事業区域内の道路等に面した見やすい場所に標識を設置しなければ

ならない。 

２　前項の標識を設置する期間は、前条第１項の規定による協議を開始した日から第

１９条第１項第３号の規定による検査を受け同条第２項の規定による通知を受け

た日までとする。 

（地域住民等への説明及び意見の申出等） 

第１０条　事業者は、地域住民等に対して事業計画に係る説明会を開催しなければなら

ない。 

２　事業者は、前項の規定による説明会を開催したときは、規則で定めるところにより、

その結果を市長に報告しなければならない。 

３　事業者は、地域住民等から事業計画に対する災害の防止又は良好な自然環境等の

保全上の見地からの意見の申出を受け付ける期間及び場所を定め、これを周知し

なければならない。 

４　事業者は、前項の期間内に地域住民等から意見の申出があったときは、当該意見

に対する見解を記載した書面（以下「見解書」という。）を作成し、当該意見を

申し出た者にこれを交付の上、その者と協議しなければならない。 

５　事業者は、見解書を交付し、及び前項に規定する協議を行ったときは、規則で定

めるところにより、市長に報告しなければならない。 

（同意） 

第１１条　事業者は、第１５条第１項の規定による許可の申請をしようとするときは、

次の各号に該当する者から、同意を得なければならない。 

（１）所有者等（所有者等が設置者の場合を除く。）　 

（２）事業区域に隣接する土地及び建築物の所有者 

（３）地域住民等で構成される自治会、町内会等の代表者その他規則で定める者

（以下「自治会等の長」という。） 

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める個人又は組織等の代表者 

２　事業者は、前項の同意を得たときは、当該同意を証する書類（以下「同意書」と

いう。）を市長に提出しなければならない。　 



（協定の締結）　 

第１２条　事業者は、事業区域及びその周辺地域の災害の防止及び良好な自然環境等

の保全に係る事項等について、自治会等の長から求めがあったときは、協定を締

結しなければならない。 

２　事業者は、前項の規定により協定を締結したときは、当該協定に係る書面の写し

を市長に提出しなければならない。 

（紛争の自主的解決） 

第１３条　事業者（第１７条第３項において準用する第１５条の規定による事業計画

の変更の許可に係る申請をしようとする者を含む。以下この条及び次条第１項に

おいて同じ。）及び地域住民等は、相互の立場を尊重し、紛争（太陽光発電設備

設置事業の実施に伴い、事業区域及びその周辺地域に生じるおそれのある災害の

防止又は良好な自然環境等の保全上の支障その他当該事業の実施に伴い生じる支

障に関して、事業者と地域住民等との間で生じる争いをいう。以下同じ。）が生

じたときは、自主的に解決するよう努めなければならない。 

（あっせん） 

第１４条　事業者又は地域住民等は、紛争が自主的な解決に至らないときは、規則で

定めるところにより市長に対し、あっせん（紛争の当事者間における交渉や話合

いが円滑に進むように、間に入って取り持つことをいう。以下同じ。）の申請を

することができる。 

２　市長は、前項の申請があったときは、あっせんを行うものとする。ただし、この

条例に規定する手続を誠実に履行していない者からの申請であるとき、その他市

長があっせんを行うことが適当でないと認めるときは、この限りでない。 

３　市長は、前項の規定によりあっせんを行うときは、双方の主張の要点を確かめ、

法令に基づく争訟に至る前に、その紛争を迅速かつ円滑に解決するため、南砺市

発電設備の設置に係る紛争調整支援委員会の意見を聴くものとする。 

４　市長は、あっせんに係る紛争について当事者が意見の調整に応じないとき、又は

紛争の解決の見込みがないと認めるときは、あっせんを打ち切ることができる。 

５　市長は、前項の規定によりあっせんを打ち切ったとき、又は調整中の紛争につい

て訴えの提起があったときは、規則で定めるところにより、その旨を当事者に通

知するものとする。 

（太陽光発電設備設置事業の許可） 

第１５条　事業者は、第８条第１項の規定による市長との協議を完了した日から起算



して１年以内に、太陽光発電設備設置事業に係る許可申請書（以下「許可申請書」

という。）を市長に提出し、許可を受けなければならない。 

２　許可申請書には、次に掲げる事項が記載された書類を添付しなければならない。 

（１）事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主

たる事務所の所在地） 

（２）事業区域内における作業及び事故防止等に関する事項を総括する者（以下

「現場管理者」という。）の氏名及び住所 

（３）工事の着手予定日及び完了予定日 

（４）事業区域の所在地及び面積 

（５）工事の設計内容　 

（６）前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

３　再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第１

０８号）第９条第１項の規定による再生可能エネルギー発電事業計画の認定申請

を行う者は、第１項の許可申請書を市長に提出した後に行うものとする。 

（許可の基準等） 

第１６条　市長は、前条第１項の許可申請書の提出があった場合において、当該申請

書の内容が次の各号のいずれにも該当しているときでなければ、前条第１項の許

可をしないものとする。 

（１）第１１条第２項に規定する同意書が提出されていること。 

（２）事業者及び現場管理者が次のいずれにも該当しないこと。 

ア　太陽光発電設備設置事業を実施するために必要な資力及び信用があると認

められない者 

イ　南砺市暴力団排除条例（平成２４年南砺市条例第１号）に規定する暴力団

若しくは暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する者 

ウ　第２２条第１項の規定により許可を取り消され、その取消しの日から５年

を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合にあっては、

当該取消しの処分に係る南砺市行政手続条例（平成１６年南砺市条例第１１

号）第１５条第１項の規定による通知があった日前６０日以内に当該法人の

役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該法人に

対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上

の支配力を有するものと認められる者を含む。以下同じ。）であった者で、



当該取消しの日から５年を経過しないものを含む。） 

エ　過去に第２３条の規定による命令を受けた者で、当該命令に係る必要な措

置を市長が定めた期限までに完了していないもの 

オ　太陽光発電設備設置事業の実施に関し不正又は不誠実な行為をするおそれ

があると市長が認める者 

カ　未成年者の法定代理人（法定代理人が法人である場合にあっては、その役

員を含む。）であって、イからオまでのいずれかに該当する者 

キ　法人でその役員又は規則で定める使用人（以下「特定使用人」という。）

がイからオまでのいずれかに該当するもの 

ク　法人でイに規定する者がその事業活動を支配する者 

ケ　個人で特定使用人がイからオまでのいずれかに該当するもの 

（３）事業計画における次に掲げる事項が規則で定める基準に適合するものであ

ること。 

ア　太陽光発電設備の設置に係る災害の防止の措置に関する事項 

イ　事業区域及びその周辺地域における良好な自然環境等の保全に関する事項 

ウ　地域住民等との良好な関係の構築及び維持に関する事項 

エ　太陽光発電設備の設計の安全性の確保に関する事項 

オ　その他市長が必要と認める事項 

（４）関係法令、この条例及びこの条例に基づく規則に違反していないこと。 

２　市長は、前条第１項の規定による許可に、災害の防止又は良好な自然環境等の保

全上必要な条件を付することができる。 

（変更の許可等） 

第１７条　許可事業者は、当該許可を受けた事業計画を変更（当該事業を他者に譲渡

する場合を含む。以下同じ。）しようとするときは、あらかじめ、市長の許可を

受けなければならない。ただし、規則で定める軽微な変更をしようとするときは、

この限りでない。 

２　許可事業者は、前項ただし書の軽微な変更をしたときは、遅滞なく、その旨を市

長に届け出なければならない。 

３　第８条から第１１条まで及び前２条の規定は、第１項の許可について準用する。

ただし、第８条及び第９条の規定は、当該許可に係る事業計画の変更が事業区域

及びその周辺地域の災害の防止又は良好な自然環境等の保全上の見地から市長が

必要と認める場合に限り準用する。 



（着手の届出） 

第１８条　許可事業者は、設置工事に着手するときは、あらかじめ規則で定めるとこ

ろにより、市長に届け出なければならない。 

（工事完了の検査） 

第１９条　許可事業者は、次の各号に該当するときは、規則で定めるところにより、

市長の検査を受けなければならない。 

（１）太陽光発電設備の設置に伴う造成等が完了したとき。 

（２）設置工事の概ね半分が完了したとき。 

（３）設置工事の全てが完了したとき。 

２　市長は、前項の検査の結果、設置工事が当該許可の内容に適合していると認める

ときは、規則で定めるところにより、その旨を許可事業者に通知するものとする。 

３　市長は、特に専門的な知識又は技能を必要とすることその他の理由により、検査

の一部を、市の職員以外の者に検査させることができる。 

４　前項の検査において、費用を要したときは、許可事業者が負担するものとする。 

（保全義務） 

第２０条　許可事業者は、災害の防止又は自然環境等の保全上の支障が生じないよう、

太陽光発電設備及び事業区域を常時安全かつ良好な状態に維持管理しなければな

らない。 

２　許可事業者は、事業区域及びその周辺地域で災害等が発生したときは、速やかに

太陽光発電設備を点検しなければならない。 

３　許可事業者は、前項の規定による点検の結果、太陽光発電設備に異常等があった

ときは、当該太陽光発電設備の保全のために必要な措置を講じ、その内容を市長

に報告しなければならない。 

（事業の廃止） 

第２１条　許可事業者は、事業を廃止したときは、規則で定めるところにより、その

旨を市長に届け出なければならない。 

２　許可事業者は、事業を廃止したときは、速やかに、太陽光発電設備を撤去しなけ

ればならない。 

（許可の取消し） 

第２２条　市長は、許可事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、第１５条第

１項又は第１７条第１項の許可を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正な手段により、第１５条第１項又は第１７条第１項の許可



を受けたとき。 

（２）第１５条第１項又は第１７条第１項の許可に付した条件に違反したとき。 

（３）第１５条第１項の許可を受けた日から起算して１年を経過した日までに設

置工事に着手しなかったとき。 

（４）１年以上引き続き設置工事を施工していないとき。 

（５）第１６条第１項第２号に掲げる要件を満たさないと認められるとき。 

（６）第１７条第１項の変更の許可を受けなければならない事項を同項の許可を

受けないで変更したとき。 

（７）次条の規定による命令に違反したとき。 

（措置命令等） 

第２３条　市長は、第１５条第１項若しくは第１７条第１項の許可に付した条件に違

反し、又はこれらの許可の内容に適合していない太陽光発電設備設置事業につい

て、許可事業者又は現場管理者に対し、当該事業の施行の停止を命じ、又は相当の

期限を定めて、当該事業の施行に伴う災害の防止若しくは良好な自然環境等の保全

のために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

２　市長は、第２５条の規定による勧告を受けた者がその勧告に係る措置をとらなか

ったときは、その者に対し、相当の期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべき

ことを命ずることができる。 

（報告の徴収及び立入調査） 

第２４条　市長は、この条例の施行に必要な限度において、許可事業者に対し報告若

しくは資料の提出を求め、又は市長が命じた者若しくは委任した者に事業区域に

立ち入らせて必要な調査をさせ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２　前項の規定による立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３　第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 

　（勧告） 

第２５条　市長は、必要に応じ、次の各号に該当する者に対し、期限を定めて必要な

措置を講ずべきことを勧告することができる。 

（１）第８条第１項（第１７条第３項において準用する場合を含む。）の規定に

よる協議をせず、又は虚偽の内容で協議を行った者　 

（２）第１０条第１項から第４項まで（これらの規定を第１７条第３項の規定に



おいて準用する場合を含む。）の規定による地域住民等への説明に係る措置

を講じない者 

（３）第１０条第２項若しくは第５項（これらの規定を第１７条第３項の規定に

おいて準用する場合を含む。）の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を

した者 

（４）前条第１項の規定による報告若しくは資料の提出を正当な理由なく拒み、

又は虚偽の報告若しくは資料の提出をした者 

（５）前条第１項の規定による立入調査を正当な理由なく拒み、妨げ、又は忌避

した者 

（６）太陽光発電設備の維持管理が適切になされておらず、又は極めて不完全で

あるために、災害が発生し、又は自然環境等に重大な影響を及ぼすおそれが

ある場合において、当該太陽光発電設備の維持管理を行う者 

（公表） 

第２６条　市長は、第２３条の規定による命令に違反したときは、許可事業者の氏名

及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

並びに違反の内容を公表することができる。 

２　市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、公表の対象となる者に対

し、あらかじめ、その旨を告知し、弁明の機会を付与しなければならない。 

（国又は富山県への通知） 

第２７条　市長は、第２３条の規定による命令に違反したときは、許可事業者の氏名

及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

並びに違反の内容を国又は富山県へ通知することができる。 

（南砺市太陽光発電設備の設置に係る紛争調整支援委員会） 

第２８条 市長は、南砺市太陽光発電設備の設置に係る紛争調整支援委員会（以下

「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は、第１４条第３項の規定に基づく市長の意見の求めに応じ、必要な調査

及び審議を行い、市長に意見を述べる。 

３ 委員会は、委員５人以内をもって組織する。 

４ 委員は、識見を有する者のうちから、市長が委嘱する。 

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

６ 委員は、再任されることができる。 



７ 前各項に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

（委任） 

第２９条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 

（罰則） 

第３０条　第２３条の規定による命令に違反した者は、５万円以下の過料に処する。 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和７年８月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例の施行の日（次項において「施行日」という。）前に再生可能エネルギ

ー電気の利用の促進に関する特別措置法第９条第４項の認定を受けた再生可能エ

ネルギー発電事業計画に係る太陽光発電設備設置事業又は設置工事に着手した太

陽光発電設備設置事業については、第７条から第１２条までの規定は、適用しな

い。 

３　前項に規定する太陽光発電設備設置事業に対する第１５条の規定の適用について

は、施行日に当該太陽光発電設備設置事業に係る許可があったものとみなす。こ

の場合において、第１８条及び第１９条の規定は、適用しない。


